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世界の民主主義において
なぜグローバルヘルスが重要なのか

u
u
u

エボラ、COVID-19
新たな課題
パンデミック

u パンデミックにおける医薬品アクセス、技術移転、製造能力強
化＝パンデミック条約で追求

u インフレ、生活苦、債務、陰謀論⇒大きな変化
u 公衆衛生上の規制⇒社会意識に大きな変化⇒トランプ2.0

Ø

Ø

Ø

Ø

多剤耐性結核の治療は副作用が強く、⾧期
に渡る⇒コミュニティの支援やカウンセリングがな
ければ治療中断。包括的なケアが必要。

Ø 1/25 米国の資金を
一切動かすなとの指令

※ 問合せするも一切の返
事なし（担当者は返事
できない）

Ø 2/7　国務省から、停
止を保留するかもしれ
ないので待てとの指令

※ スタッフの給与等を自己
資金で支出

Ø 2/26　国務省から、レ
ビューの結果、案件を
廃止したとの通知

※ 案件終了⇒このために
雇用した人を解雇

1/20　各種大統領令（援助再
編、DEI禁止、極端ジェンダーイデ
オロギー禁止）

1/24 グローバルギャグルール布告、
援助再編日程提示

1/28　ルビオ国務⾧官がUSAID
ヘッドに、国務省統合方針が示さ
れる。

2/1 政府効率化省、USAIDを占
領、閉鎖、ウェブ停止等

2/10前後～司法とトランプ政権
の抗争

3/20　案件レビューの結果を国務
省から下院に通知

世界すべての地域で、多く
のNGOが同じ事態に直
面している。
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大統領エイズ救済緊急計画
（PEPFAR）

PEPFARの規模（2024年）
u 2060万人のHIV治療
u 230万人の思春期・若年女性の包

括的予防
u 660万人の孤児・脆弱な子どものケ

ア・サポート
u 250万人の曝露前予防内服

（PrEP）
u 8380万人のHIV検査
u 34.2万人の保健従事者の雇用

Ø 国務省の「グローバルエイズ調整官」（GAC）
を責任者に、USAID等多様な機関

Ø 実施:NGOコンソーシャム、各国政府、保健
医療機関など多様（米国NGO、コンサルタン
トが大規模に関与）

Ø 対象国＝55か国（アフリカ以外に中米、ブラ
ジル、東南アジア、南アジア等）

Ø HIV/AIDSだけでなく、保健システム強化も対
象（オバマ政権以降）

u 発端:ブッシュ政権が2003年に「Compassion」
と言って始める＝グローバルファンドと車の両輪で
HIV治療・予防・ケア⇒保健システム強化も
PEPFARで実施

u 歴代「グローバルエイズ調整官」
• ランドール・トバイアス（イーライ・リリーCEO）

⇒USAID⾧官
• マーク・ダイブル⇒GF事務局⾧
• エリック・グーズビー※保健システム強化
• デボラ・バークス※第１次トランプ政権も
• ジョン・ンケンガソン※元アフリカCDC

u 20年間での変遷
• 治療:当初からジェネリック薬使用。
• 予防＝ブッシュ時代:当初は「ABcモデル」、

徐々に現実的な戦略へと移行
• 保健システム強化:オバマ時代に保健従事

者等への支援
• 第１次トランプ政権:議会の働きかけにより

小規模化を阻止
• 実施主体:米国や現地のNGOやコンサルタ

ントが中心、現地政府等と連携＝各国の政
府への移行に難があるケース多い

これから何が起こる
可能性があるか?

予防

検査
治療
ケア

インパク
ト軽減 差別偏見

の除去

USAID廃止、援助破壊に加え、
DEI禁止、「極端ジェンダーイデ
オロギー」禁止でコミュニティ支援
は大きなダメージを受ける

反DEI、反ジェ
ンダーの宗教系
団体に資金供
給の可能性…
逆効果

R&D・
実装

Ø 治療中断:AIDS発症（結核・日和見感染症）結核
や日和見感染症の大発生、多数の死者

Ø 耐性ウイルス:インテグラーゼ阻害剤等新しい治療薬への
耐性⇒先進国に逆流の可能性

Ø 薬価:途上国のジェネリック薬産業への定期・大量買い
付けによる低価格化が不可能に

Ø R&D:NIH・CDCの能力低下でR&D・検査等が後退

過去20年で築
い て き た 生 態
系が崩壊⇒最
悪、2002年
以 前 の 「 エ イ
ズ・パンデミック」
の再来に

今後のインパクトに関する予測
u UNAIDS:2029年までに現状予測に追

加して最大400万人のエイズ関連死、
660万人の新規HIV感染

u amFAR:一日あたり最大22万人がHIV
治療へのアクセスを喪失、代替手段がなさ
れなければ二千万人が治療アクセス喪失

u LANCET論文（豪バーネット研究所）:
インパクトを４パターンに分けシミュレーショ
ン⇒追加的に77-293万人のHIV関連死、
443-1075万人の新規感染

今後何が起こるか?
u 米国の援助再編:PEPFARと国務省グ

ローバルエイズ調整官は「国務省国際保
健安全保障・外交事務所」に統合再編
Ø プロジェクト2025:資金投入先を

「ローカル団体」（宗教系団体等）
に移行＝反DEI

Ø R&Dは弱体化、新規治療薬開発ス
ピードは遅延

u 結核・マラリア対策も停滞⇒多剤耐性結
核の増加、先進国への逆流
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多国間の意思決定・政策決定の重要性
多国間主義をグローバルな民主主義へ

PEPFARの最大の弱点:一国主義
u対象国を55か国に限定（当初13

か国）⇒米国の圧倒的優位の下で
案件形成・実施米国のNGOやコン
サルが実施。政府や国際機関への
資金供与も米国が優位

u二大政党の政策分断⇒政権交代
によるインパクト大、修復大変

u政策提言:基本、米国の主体に限
られる（現地市民社会との連携も
米国市民社会主導）

グローバルファンドとの比較
u多様なドナー⇒資金面で一定のレ

ジリエンス
u多国間・多セクターで政策形成:一

国の変化の影響を相対的に緩和
u案件形成・実施・評価・提言:多

様な主体が関与＝柔構造

伝統ドナー国で無視される多国間での開発
効果・開発資金に関する議論
u 米国＝SDGsを否定「グローバルガバナンス志

向は米国の主権と敵対。米国はSDGsを拒
否し、非難する」

u MDGs-SDGs
u 援助効果（パリ、プサン、etc.）
u 開発資金（15アディス、25セビリア）

• 関係なく援助の国益志向・国内志向へ
のシフトが続く⇒南北分断の拡大と新興
国の既存援助への非協力をもたらす＝
本来、無視されて良いわけがない

u
u

u
u
u
u

トランプ政権の2026年予算案:対外援助は過
去80年で最低の数字（昨年度の半分以下）
Ø 援助の多くは「アメリカ・ファースト機会基金」

（America first Opportunity Fund）へ
Ø 対外援助に関する大統領令とも矛盾
Ø これまでの多国間での対外援助の取り決めをす

べて無視、透明性・説明責任・予測可能性の
すべてが黙殺

Ø 感染症対策の生態系は崩壊へ


